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は じめに
1993年 に,ダ イム ラー ・ベ ンツ株 式会社(DaimlerBenzAG)は,ドイツ法 に従 って,651,
000,000DMの 利 益 を計 上 した。同社 は,ニ ュー ヨーク証券取 引所(NewYorkStockExchange)
に上場 す るため,米 国 の一般 に認 め られた会計原則(GAAP)に 従 った年度 決算書 を作成 した。
しか し,こ こで は,1,839,000,000DMの損失 が算出 された。こうした差異 が生 じた理 由は,と
くに,ド イツ商 法典 に従 って計上 され た2,600,000,000DMの 臨時成果(引 当金の変動 か ら生
じた1,900,000,000DM,債 権 か らの445,000,000DMお よび棚 卸資産 か らの223,000,000DM
が これの主た る内容で あ る)に あ った。 ダイム ラー ・ベ ンツ社 は,1985年 まで に,100億DM
もの秘 密積 立金 を設定 して きてお り,こ れが その後 の数年 間 に取崩 され て きた とい われ て い
る1)。
ドイツが,1990年 以降,資 本輸 入 国 になって きてお り,し か も,ド イツ企 業の世界 市場,と
りわ け,ウ ォール ・ス トリー ト(WallStreet)で の資本 調達が増 大 して きて い る状 況 の下 にお
いて は,ド イツ企 業 に とって も,す べ ての利 害関係者 の経済的意 思決定 に有用 な会計情報 の提
供 が要求 され る ことにな る2)。しか し,債 権者保 護 と慎 重原則 に よって裏 打 ちされた分配利 益の
算 定 と これ を 基 準 と して 課 税 対 象 所 得 の算 定 を行 う こ と を定 め て い る 「基 準 性 原 則」
(MaBgeblichkeitsgrundsatz)の存在 は,ダ イム ラー ・ベ ンツ社 の例 が示 してい るご と く,秘
密積立金 の取崩 しとその他 の会計 的操 作 に よって,企 業 状況 の悪 化 を隠蔽 す る ことにつ なが る
可能性 を有 してい るの であ る。この ことは,安 価 な資本 の調達 をめ ぐる国際 的な競 争 にお いて,
ドイ ツ企業 が不利 な評 価 もし くは格付 けを受 ける ことにつ なが るだ けでな く,株 主保 護 の原則
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追加 を強いることにもなる。そこで,今 日すでに,ド イツでは,そ のような負担の軽減をはか
るために,債 権者保護 と慎重原則 によって特徴づけられている商法会計 とさらにそれを課税所
得の算定 に結び付 けている基準性原則に厳 しい批判の目が向けられてきている。同時に,こ れ
は ドイツの企業会計制度の在 り方 その ものに関わる重大な問題 を含んでいるのである。以下,
本稿では,今 日ドイツで問題になっている基準性原則 をめぐる論議に検討を加えたうえで,ド
イツ企業会計制度の在 り方が どのような方向を目指 して変わろうとしているのか,ま た,そ の
意味するところはどこにあるのかを考察することにする。
1.基 準性原則の歴史的発展と意義
ドイツにおいては,課 税所得の計算に際しては,ま ず,商 法の規定に従って作成 された貸借
対照表,す なわち,「商事貸借対照表」(Handelsbilanz)が,税 法上の諸規定に従って作成 され
る計算書類である,「税務貸借対照表」(Steuerbilanz)の 基礎に据えられる。これを定めた原則
が,商 事貸借対照表の税務貸借対照表に対する 「基準性の原則」と呼ばれている。 この原則 は,
19世 紀後半(ザ クセンおよびブレーメン1874年,プ ロイセン1891年)の 所得税法にその根拠
を有 している3)。
そうしたいわば「商人的帳簿記帳」(kaufmannischeBuchfUhrung)を 基礎 としたうえでの税
務上の利益算定 は,1874年12月17日 付のブレーメン所得税法第5条 付録B第7号 ならびに
1874年12月22日 付のザクセン所得税法第22条 において,初 めて,規 定 されたといわれてい
る。ここでは,財 産 目録および貸借対照表の作成に関して,商 法典によって規定 された諸原則
に従 ってか,あ るいは「正規の商人の慣習」(GebraucheinesordentlichenKaufmanns)に 従 っ
て,純 利益が計算されなければならないと規定されたのである。 この二つの法律が基準性原則
の 「誕生の瞬間」(Geburtsstunde)と なった といわれているものである4}。
その後,ド イツの他の諸州において も,ブ レーメンおよびザクセ ンの所得税法 を手本 とした
規定が設 けられた。その うち とくに重要なものが,1891年 のプロイセン所得税法第14条 におけ
る基準性原則の導入であった。 この原則の導入によって,財 産 目録および貸借対照表に関して
ドイツ普通商法典 によって規定 されてお り,さ らには 「商人の慣行」(GebraucheeinesKauf一
3)Schneider,Dieter,Steuerb{lanzen,Wiesbaden,1978,S.175.また,基 準 性 原 則 の 歴 史 的 発 展 に つ い て
は,Freericks,Wolfgang,BilanzierungsfahigkeitundBilanzierungspflichtinHandels-undSteuerbilanz,
Berlin,1976,S.283ff.;W・フ レ ー リ ッ ク ス 著,大 阪 産 業 大 学 会 計 研 究 室 訳 『現 代 の 会 計 制 度 』 第2巻 税




mannes)に も合致 す る諸原則 と税務上 の利 益算 定 とが結 び つけ られた ので ある。 この こ とは,
と りわ け商人 に とっては,会 計実務 上 の負 担の軽減 につ なが った といわれ てい る5)。
さ らに,そ の後,所 得課税 に関す る最初 の統一 的な規定 が,1920年3月29日 付 の ライ ヒ所得
税 法第33条 第2項 に設 け られ,利 益 は財産 目録 お よび貸 借対 照表 に関 して商法典 の規定 す る原
則 に従 って算定 され なければ な らない とされたの であ る6)。
1925年 所得税 法第12条 にお いては,総 財産 か ら負債 合計 を差 し引い た残 高 すな わち 自己資
本 と も理解 で きる 「経営財 産の比較 」(Betriebsverm6gensvergleich)を通 じて,「 所 得税務上,
独立 の利益 算定」(eigenstandigeeinkommensteuerlicheGewinnermittlung)をお こな うこと
が,初 めて,示 唆 された。 その後 の税 務判決 にお いて,こ の規 定の解釈 につ いて詳 細 な検 討が
加 え られ るなか で,商 法上 の諸規定 を無視 す る傾 向が顕 著 にな った。商 事貸借対照 表か らの税
務貸借 対照表 の こうした独立性 に関 す る議論 は,と くに1920年 以降,税 負担の重要 性の増 大 と
税法 は独 自に 「完全 な利益 」(vollerGewinn)を 算 出すべ きで ある と主張 す るエ ンノ・ベ ッカー
(EnnoBecker)の 影響 の下 で展開 された7)。
この よ うに,基 準 性原則 は1874年 に初 め てブ レー メ ンお よびザ クセンの所 得税法 おい て規定
され,そ の後,1891年,1920年 お よび1925年 の各所得税 法 におい て も保持 された。 さ らに,
1934年 所得税 法 の第5条 第1項 では,経 営財産 が花規 の簿 記 の諸 原則 に従 って表示 され な けれ
ばな らない ことが規定 され,1955年 の所 得税法第5条 にお いて もこれ とほ とん ど同 じ表現 が受
け継 がれ る こ ととなった。 ただ その 際,「 商 法 上 の正規 の簿 記 の諸 原則 」(handelsrechtliche
GrundsatzeordnungsmaBigerBuchfUhrung)とい う表現 が採用 され,今 日の所得税 法第5条
第1項 において も,こ の表現 がそ の まま使 用 され るにいた った ので ある8)。
II.「商法上の正規の簿記の諸原則」の所得税法への組込みの意味
基準性原則の成立基盤には,商 法典の要求する計算書 と国庫に対 して提出される計算書 とを




8)Ebd.,S.159.1934年所 得 税 法 で は,EnnoBeckerの 「経 済 的 考 察 法 」(wirtschaftlicheBetrachtungsweise)
を 基 礎 に し て 展 開 さ れ,ラ イ ヒ財 政 裁 判 所 に よ っ て 支 持 さ れ た,「 部 分 価 値 」(Teilwert)お よ び 「経 済 財 」
(Wirtschaftsgut)と い う概 念 が 採 用 さ れ た 。 な お ド イ ツ に お け る所 得 課 税 の 歴 史 的 発 展 に つ い て は,Metz・
ger,Ulrike/Weingarten,Joe,EinkommensteuerundEinkommensteuerverwaltunginDeutschland,
Opladen,1989.参照 。
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といわれ てい る9)。また,基 準性原則 の導 入 に対 す る立 法者 の動機 も,と くに,税 法上 の利益 算
定 を商法 上 の利益算 定 に関連 づ け る こ とに よって,「 税法上 の利 益 算定 の単 純 化」(Vereinfa-
chungdersteuerrechtlichenGewinnermittlung)をはか るこ とろにあった といわ れて いる。
しか し,所 得税 法が その第5条 第1項 第1文 において,商 法上 の正 規の簿記 の諸原則 に従 って
表示 された経 営財産 の計上 を規 定 した こ とは,税 務 貸借対 照表 を用 いて測定 され るべ き 「税務
上 の給 付能力 」(steuerlicheLeistungsfahigkeit)(これは国庫 の租 税請求権 の決定 基礎 とな る
べ き もの で あ るが)が,商 事 貸借 対 照表 に適 用 され る 「分 配 可 能 利益 」(verteilungsfahiger
Gewi㎜1)と い う異 質の概念 によって判断 され るこ とを意 味す る こ とに もな った10)。
III.所 得税法第5条 の利益算定方法
所得税 法上 もっ とも重要 な利 益算定 方法 が,所 得税法第5条 第1項 第1文 にお いて規 定 され
て い る。す なわ ち,そ こにおいて,「 法律上 の規定 に基 づ き,帳 簿 を記帳 しかつ規則 的 に決算書
を作成 す る義務 を負 って いるか,も し くはその ような義務付 けな しに帳簿 を記帳 しかつ決算書
を作成 す る営 業者 にあ って は,経 済年 度末 に,商 法上 の正規 の簿記 の諸原則 に従 って表示 され
な けれ ばな らな い,経 営財産 が計 上 され なけれ ばな らない(第4条 第1項 第1文)。 」 と規定 さ
れ てい るのであ る。ここで規定 されて い る利 益計 算 方法 は,期 間 をお いての「在 高比較 」(Bestan-
dsvergleich)す なわ ち 「経営財 産の比較 」(Betriebsverm6gensvergleich)を内容 とす る もので
ある。 こ うして算定 され る利 益概 念 の基礎 的な定 義 は,所 得税法第4条 第1項 にみ るこ とが で
きる。 これ に よれば,「 利 益 は,当 経済 年度末 にお ける経営財 産 と前 経済年度 末 にお ける経営財
産 との差額 に,引 出 しの価値 を加 えかつ出資 の価値 を減 じた もの」 と規定 されて い る。 ここで
い う経 営財産 とは,自 己資本 の下位勘 定(私 用勘 定お よび利 益勘定)を 含 む「自己資本」(Eigen・
kapital)と い う意味 で理解 され てい る。 しか も,こ うした期末 の純財産 で ある経 営資本(二 自
己資本)の 比 較 を通 じて の利 益の算定 には,帳 簿 記帳 が基 礎 とされて いるので ある。 した が っ
て,こ こでの利益概念 は 「簿 記的 な利 益概念 と同一」(identischmitdem'buchhalterischen
Gewinnbegriff)の もの とな る。 さ らに この ことは,「 利益 とは,利 益算定期 間 の収 益 と費 用の
差 引残 高 であ る」(Gewi㎜listderSaldoausdenErtragenundAufwendungenderGewinner-
mittlungsperiode)と い うこ とを も意 味 す ることにな る。 シュネー ロ ッホ(Schneeloch)は,こ
9)Freericks,Wolfgang,BilanzierungsfahigkeitundBilanzierungspflichtinHandels-undSteuerbilanz,
a.a.0.,S.283ff,;W・ フ レ ー リ ッ ク ス 著,大 阪 産 業 大 学 会 計 研 究 室 訳r現 代 の 会 計 制 度 』第2巻 税 法 編
(1987年,森 山 書 店)376頁 を 参 照 さ れ た い 。
10)WeberGrellet,Heinrich,MaBgeblichkeitsgrunsatzinGefahr～,a.a.0.,S.385.
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うした利益概念の同一性 を次の ように説明しているll)。「所得税法第4条 第1項 による在高の増
加はすべて収益 に基づいている。ただし,そ れが私的な出資によって引起 こされた場合 は除く。
在高の減少はすべて費用に基づいている。ただ し,そ れが私的な引出しにより引起 こされた場
合は除 く。 したがって,在 高の増加マイナス出資は収益を,ま た,在 高の減少プラス引出しは
費用を生ぜ しめることになる。
また,所 得税法第5条 の利益概念は,原 則的には,所 得税法第4条 第1項 のそれに合致する。「
ただし,所 得税法第5条 による利益概念に関しては基準性原則が遵守 されなければならないの
に対 して,所 得税法第4条 第1項 による利益算定に際してはそれを欠いているという点に,相
違が認められ る。」
このように,所 得税法第5条 第1項 第1文 は,商 法上の正規の簿記の諸原則に従 って表示さ
れなければならない,経 営財産の計上 を要求 している。この規定 にある商法上の正規の簿記の
諸原則 を遵守することへの指示は,商 法上の正規の簿記の諸原則が 「拘束的」(verbindlich)で
あ り,し か も,こ の正規の簿記の諸原則だけが「基準性 を有する」(maBgeblich)も の と解釈さ
れる。つまり,こ の規定は,商 法典の全体 もしくは個別規定,さ らにはまた商事貸借対照表が
基準性 を有すると解釈されてはならず,文 言通 りに,商 法上の正規の簿記の諸原則だけが基準
となると解釈されなければならないとい うことである。したがって,税 法上の規定が特別な理
由か らそれに反対 していない場合には,商 法上の正規の簿記の諸原則は所得税法上の利益算定
に とっても拘束的となる12),と いうことを意味することになる。
IV.基 準性原則 に対する制約
基準性原則は多様 な形で制約を受けている。税務貸借対照表法が特別規定 に関係 していると
きは,商 法上の正規の簿記の諸原則は後退す る。例えば,所 得税法第5条 第6項 は,所 得税法
弟5条 による利益算定に際 しては,と りわけ,評 価に関する税法上の諸規定が従わなければな
らない,と 規定 している。商法規定 と対立する場合は,所 得税法の特別規定が優先 して適用さ
れることになる。 しかし,こ の特別規定の適用 は,原 則的には,基 準性原則の適用を排除する
ものではない。所得税法第5条 第1項 第2文 では,「利益算定 に際しての税法上の選択権は,商
法上の年度貸借対照表 と一致 して行使 されなければならない」 と規定 されてお り,例 えば,商





定 を欠 いてお り,し か も,問 題 が正 規 の簿 記の諸 原則(だ け)を 用 いて も解決 す るこ とが で き
ない ときは,商 法上の評価 規定 の「類 推適用 」(analogeAuwendunghandelsrechlicherBewer-
tungsvorschriften)が 考慮 され な けれ ばな らないか らで あ る13)。
さらに,税 務上 の利益算 定の意 義 と目的か ら も,制 約 が生 じる。1969年2月3日 付 の連邦財
政裁判 所 の決議 では,「 完全 な利 益」の捕捉 を保証 す るこ とに税務 上の利益 算定 の意義 と目的が
あ るとした うえで,商 法上 の命 令 は,原 則 的に,税 務貸 借対照表 に対 して拘 束的 であ るが,商
法上 の選択権 は,こ れ に対 して,一 般 的 に,「利益増加 的方法 で」(ingewinnerh6henderWeise),
税 務貸 借対 照表 に引 き継が れな ければ な らない とされた。 そ して この決議 は,今 日まで,基 準
性原則 の解 釈 に対 す る 「方 向指示 的」(richtungsweisend)役 割 を果 た して い るので あ る14>。
V.基 準性 の逆転
独 自の貸借対照表作成原則 を基礎 とした独自の税務貸借対照表を求めた1970年 代初頭 にお
ける努力は成就 しなかった。1971年 に当時の 「租税改革委員会」(Steuerreformkommission)
の意見書の提出を契機 として生じた論議および 「税務貸借対照表の独立」(Verselbst蓋ndigung
derSteuerbilanz)を 目指した1974年 所得税法第1次 政府草案の枠内において,基 準性原則の
「廃止傾向」(LiquidaUonstendenz)が 確認 された。しかしなが ら,独 立の税務貸借対照表への
要求は,新 しい政府草案においては撤回され,1974年 所得税法においては実現されなかった。
このためその後,商 事貸借対照表から切離 された独立の税務貸借対照表を求める議論 は沈静化
していった15)。 ・
しかし,1980年 代中頃以降になると,再 び,基 準性原則に関して新たな展開が はかられた。
まず,当 時,逆 基準性 は,ご く少数の規定のなかに定着 していたにすぎなかった(例 えば,免
税の積立金の設定 と取崩 しに関する規定である,所 得税法第6b条 第3項 は,「積立金は,商 法
上の年度貸借対照表 において当該消極項目が少な くとも同 じ金額で表示 される場合 にのみ許容
される」と規定 していた。)ので,連 邦財政裁判所 は1985年4月24日 付の判決において 「基準
性原則 の一般的な逆転」(generelleUmkehrungdesMaBgeblichkeitsprinzips)を否定 した。
しかし,そ の反動 として,1985年 「貸借対照表指令法」(Bilanzrichtliniengesetz)が 可決 され






の規定 を設けた。 これは,固 定資産 に対する加速償却や特別償却,さ らには流動資産に対する
低評価 を,商 法上の年度貸借対照表においてそれによって生 じるより低 い価額 をもって表示さ
れることを条件に認めたものであるが,こ れを通 じて,立 法者 は基準性原則の一般的な逆転 を
法典化 しようとしたのである。この限 りにおいて,1985年 貸借対照表指令法による新 しい会計
規定は,再 び,「単一の貸借対照表」(Einheitsbilanz)の 成立条件を構築 した といわれているの
である。 しか しなが ら,所 得税法第6条 第3項 の性急なはめ込みによって,逆 基準性 という問
題の解決は,一 意的には行 えな くなった。1990年 の租税改革の過程において,こ の問題に関し
て新 しい規定 を設 けることについては,強 い疑念が示されたに もかかわらず,最 終的には,所
得税法第5条 第1項 第2文 の導入 をもって,逆 基準性が包括的に実現 されることとなったので
ある16;。
この所得税法第5条 第1項 第2文 によれば,利 益の算定に際 して,税 法上の選択権は商法上
の年度貸借対照表に一致 して行使 されなければならないとされている。 このことは,貸 借対照
表への計上に関する選択権の行使 にも,ま た,評 価選択権の行使についても適用される。ただ
し,そ れは,商 法上の選択権が税法上の選択権に合致 している場合に限られ るのである。納税
義務者が税務上の恩典を要求 しようとするならば,こ の者は商事貸借対照表において同一 の価
値を計上 しなければならないのである。 ここでは,商 事貸借対照表上の計上価額が税務貸借対
照表の計上価額 によって規定されるということになるのである。このことか ら,こ の関係は「逆
基準性」(umgekehrteMaBgeblichkeit)と 呼ばれるのである。 こうした関係を規定 している所
得税法第5条 第1項 第2文 によって,例 えば,加 速償却の実施 に関する税法上の選択権が行使
される場合,そ れは,商 法典第254条 の 「固定資産 または流動資産である財産対象物を評価す
るために,税 法上でのみ認められている減価償却 に基づ く,よ り低い価値をもって減額記入を
行 うこともできる」 とする規定 を通 じて,商 事貸借対照表 においても行使することができるこ
とになる。「この種の選択権は,も しそれが税務上主張されるべきものであるとするならば,商
事貸借対照表 において行使されなければな らない17》」ことになるのである。こうした逆転 した基
準性 は,経 済的な観点か らも,ま た,法 的な観点か らも,批 判を受 けることとなる。 この点に
ついては,後 に考察することとし,こ こでは,さ らに逆基準性の特殊事例 としての 「対角線的
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VI.対 角線的基準性
逆基準性 のさらに不明確な特殊事例が,企 業形態の「変更過程」(Umwandlungsvorgange)
に関連 して議論 されている。1994年10月28日 付の連邦官報において公布 され,1995年1月1
日より適用されることとなった,企 業形態の変更に関する「変更法」(Umwandlungsgesetz)お
よびそれに伴 う税務上の取扱いを規律す る 「変更税法」(Umwandlungssteuergesetz)は,「 合
併」(Verschmelzung),「 分割」(Spaltung),「 財産譲渡」(Verm6gensUbertrangung)お よび
「形態変換」(Fromwechse1)と い う,4種 類の形態変更を規定 している18)。
この うち,と くに,合 併 と分割に際 しては,そ れぞれ,当 事者間で4つ の貸借対照表が考慮
されなければならない。すなわち,譲 渡する側の企業 もしくは法的実体の商事貸借対照表およ
び税務貸借対照表と引継 ぐ側の企業 もしくは法的実体における商事貸借対照表および税務貸借
対照表である。商法上は,変 更法第17条 第2項 第2文[当 該貸借対照表に対 して,年 度貸借対
照表お よびその監査 に関する諸規定が準用される。]に従 って,年 度貸借対照表に関する諸規定
に合致する「譲渡貸借対照表」(Ubertragungsbilanz)作 成の必要性が存在 している。したがっ'
て,こ こでは,原 則的には,「伝統的な簿価で」(zuherk6mmlichenBuchwerte)の貸借対照
表の作成が要求 されることになる。こうして作成 され る商法上の「引継貸借対照表」(Ubernah・
mebilanz)に おいては,こ れに対 して,変 更法第24条[引 継者の年度貸借対照表においては,
譲渡者の最終貸借対照表に計上されている価額 も,商 法典第253条 にいう取得原価 として計上
することができる。]に従って,簿 価 を引継 ぐか,あ るいは,引 継者の取得原価 まで引き上げる
ことができるのである。さらに,税 務上 は,変 更税法第3条[譲 渡を行 う法人の財産が引継人
的会社 または引継自然人の経営財産 になるときは,最 終の税務貸借対照表 における経済財 は,
簿価 もしくはこれより高い価値 をもって計上することができる。商事貸借対照表において取得
された経営財産が商法上の諸規定 に従ってより高い価値をもって計上 されなければな らないと
きは,簿 価での計上 も許 される。簿価 とは,利 益算定 に関す る税法上の諸規定に従 って生 じる
価値である。個別の経済財の部分価値は,こ れを超 えてはならない。]および第11条 第1項[譲
渡 を行 う法人の直近 の経済年度に対 する最終の税務貸借対照表 において,譲 渡される経済財全
体 は,利 益算定 に関する税法上の諸規定 に従って生じる価値 をもって計上することができる。
ただ し,1.移 行する財産 に含 まれる秘密積立金が,引 継 ぐ法人 において将来法人税に服する
ことが確実 となってお り,か つ,2.反 対給付が与 えられないか もしくは会社の権利のなかに
18)Buyer,Christoph,AnderungderUnternehmensform,Herne/Berlin,1996,S.40ffこれ らの 内 容 に つ
い て は,別 稿 を 予 定 して い る の で,こ こ で は,立 入 ら な い こ と に す る 。
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存在する場合に限る。より高い価値の計上は,許 される。個別の経済財の部分価値 は,こ れを
超 えてはならない。]の 規定に従って,譲 渡貸借対照表 において,す でに,「簿価,部 分価値も
しくは中間価値で」(zuBuchwerten,TeilwertenoderZwischenwerten)貸借対照表に計上
する選択権が存在 しているのである。税務上の譲渡貸借対照表において選択された計上価額は,
その場合,変 更税法第4条 第1項[人 的会社はそこに移行 した経済財 を,引 継法人の最終の税
務貸借対照表 に含 まれている価値をもって,引 継がなければならない。]お よび第12条 第1項
[移行する経済財の引継 ぎに関しては,第4条 第1項 が準用され る。免税の法人から納税義務
のある法人への財産の移行に際しては,移 行する経済財 は,第4条 第1項 か ら離れて,部 分価
値 をもって計上 しなければならない。]に従って,税 務上の引継貸借対照表 に繰越さなけれ ばな
らないis)。
このような関係から,企 業の変更過程 における税務貸借対照表の作成を,ど の程度まで,商
法上の処理方法か ら切離すことがで きるか という問題が生 じる。基準性原則 を厳格に適用すれ
ば,商 法の強行規定により,譲 渡貸借対照表においては簿価での計上が行われなければならず,
このことは,変 更税法第3条 および第11条 第1項 で規定 されている税務上の選択権が,資 本会
社の譲渡貸借対照表 においては,無 効にされることになる。このようになれば,既 存の企業の
構造変化に対する税務上 の障害を取除 こうとする,変 更税法の目的は達成 されな くなる。 した
がって,そ のような見方は一般 に否定 される20)。
人的会社の出資に関しては,こ れに対 して,変 更税法第20条 第2項[資 本会社は出資された
経営財産を,.そ の簿価 もしくはそれ より高い価値 をもって,計 上することができる。簿価での
計上 は,商 事貸借対照表 において出資された経営財産が商法上の諸規定に従 ってより高い価値
で計上されなければならないときも,許 される。簿価 とは,出 資者が出資 した経営財産 を現物
出資の時点 において利益算定に関する税法上の諸規定に従って計上 しなければならない価値で
ある。出資 された経営財産の消極項目が積極項 目を超 えるときは,資 本会社 はこの出資された
経営財産を,少 くとも,積 極項 目と消極項 目が等 しくなるように計上 しなければならない。そ
の際,自 己資本は考慮 されない。出資者が会社持分の他に,そ の一般価値が出資 した経営財産
の簿価を超 える,そ の他 の経済財をも受取るときは,資 本会社は,出 資された経営財産 をその
他の経済財の一般価値 をもって計上 しなければならない。出資された経営財産 の計上に際 して
は,個 別の経済財の部分価値が超 えられてはならない。]お よび変更税法第20条 第2項[人 的
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財産 をその簿価 もしくはそれより高い価値 をもって計上することがで きる。簿価 とは,出 資者
が出資 した経営財産 を出資の時点において利益算定に関する税法上の諸規定に従って計上 しな
ければならない価値 である。出資 された経営財産 の計上 に際 しては,個 別 の経済財 の部分価値
を超 えてはならない。]に従って,譲 渡 を行 う人的会社の 「最終貸借対照表」(SchluBbilanz)に
おけると同様に行使 されなければならない税務上 の評価選択権が,引 継者 に帰属する。 ここで
は,逆 基準性 ということを考慮すれば,引 継者の既存の税務上の選択権 は,商 法上 の選択権 と
同内容のものとして,変 更法第24条 に従って引継貸借対照表において行使 されなければならな
いということが,要 求されうるはずである。変更税法の第20条 第2項 および第24条 第2項 の
基準性の逆転は,し か しながら,商 事貸借対照表 および税務貸借対照表 における選択権が事実
上一致 しないために,一 般的には否定されている。さらに,そ うした逆基準性は企業形態の変
更を容易にする という目的設定にも逆行することになるといわれてい る21)。
ところで,資 本会社が譲渡 を行 う変更に際 して,譲 渡貸借対照表における税務上の選択権が,
所得税法第5条 第1項 第2文 に従っ,て,引 継貸借対照表における商法上の貸借対照表作成 に対
して,逆 転 した形で基準 となるか どうかにつていは,文 献上,意 見の一致 はみられない。譲渡
を行 う法人の税務上の最終貸借対照表 における計上価額 を,そ れを引継 ぐ法的実体の商事貸借
対照表の評価に結びつけるとするならば,こ れらの貸借対照表の間には,い わば 「対角線的基
準性」が存在す ることになる。 こうした基準性(た だ し,こ こでは,逆 基準性 となるが)を 通
じて,基 準性原則は維持されうるとする意見がある一方,こ のような見解 は法律上何らの支持
も得 られず,し たがって,否 定 され るべきであるとする意見 もみられる。さらにまた,「独立の
税務貸借対照表」(eigenstandigeSteuerbilanz)を 指示する意見 も強 くなって きているのであ
る22>。
いずれにせよ,変更法および変更税法の目的が企業構造の変更 を容易な らしめると同時 に「秘
密積立金の開示 と課税」(AufdeckungundBesteuerungderstillenReserven)の回避にある
とす るならば,譲 渡 される事業の原初簿価を継続することが 「税中立的」(steuerneutral)な 変








複雑 な税務上の手続 きの簡略化をはかると同時にまた,税 負担の軽減をはかることを目的 とし
て,関 連諸法規が改正 された。そのうち基準性原則 との関連で とくに重要な改正が 「評価法」
(Bewertungsgesetz)第109条 である24}。
1993年1月1日 より施行 された,評 価法弟109条 は次のように規定 している。
『第1項 営業に属す る経済財,そ の他の積極側計上項 目,負 債お よびその他の消極側計上
項目は,所 得税法第4条 第1項 もしくは第5条 により自己の利益を算定する納税
義務者 にあっては,第3項 および第4項 を留保 して,税 務貸借対照表価額をもっ
て計上 されなければならない。
第2項 第1項 に該当しない納税義務者 にあっては,損 耗性の固定資産である経済財 は,
第3項 を留保 して,収 益税務上の価額をもって計上され る。
第3項 単一価値が確定されなければならない経済財は,単 一価値 をもって計上されなけ
ればな らない。事業用不動産およびその他の経済財については,そ れが売却 を目
的とするものでない場合に限 り,第115条 が準用されなければならない。
第4項 有価証券および資本会社に対する持分 は,第11条,第112条 および第113条 によ
り算定された価額 をもって計上 されなければならない。地代に対する権利および
地代の支払いに関する義務 は,第13条 ないし第15条 により生 じる価額 をもって
計上されなければならない。』
この評価法第109条 によって,税務貸借対照表 に掲げられているほぼすべての項 目と価額が,
実体税(こ れには,財 産税,営 業費本税,不 動産税および相続税が含 まれ る)の 課税基礎を決
定する際に重要な役割 を演 じる 「財産明細表」(Verm6gensaufstellung)に 引継がれることに
なった。 これにより,商 事貸借対照表の税務貸借対照表に対する基準性が,一 段 と拡大され,
間接的ではあれ,財 産明細表 にまで及ぶことになるのである。 これとの関連で 「拡大された基
準性」 ということが 口にされるのである25)。
24)な お,評 価 法 の改 正 と会 計 理 論 の機 能 変 化 お よび税 務 貸借 対 照 表 に掲 げ られて い る項 目 と価 額 を引 き継 い だ
「財 産 明細 表 」(Vermbgensaufstellung)と 実 体 課税 の関 係 につ い て は,拙 稿 「ドイ ツ評 価 法 の改 正 と動 態論
の機 能 変化 」,『会 計 」第148巻 第6号(1995年12月)および 「財 産 明細 表 の構 造 とそ の意 味 」,『明大 商 学論
叢 』 第78巻 第1・2・3号(1996年3月)を 参 照 され たい 。 また,条 文 に つ い て は,DeutscheSteuergesetz
1994,Textausgabe,14.Aufl.,Herne/Berlin,1994を参 照 した 。
25)Herzig,Nobert/Kessler,Wolfgang,UbernahmederSteuerbilanzwerteindieVermbgensaufstellung
-BilanzpolitischeundsteuerrechtlicheAuswirkungen-DStR,32.Jg.,1994,S.3ff.
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これによれば,商 事貸借対照表は収益税の負担 を決定するだけでな く,こ れに加えて,税 務
貸借対照表 とこれとほぼ一致 した形で結び付いている財産明細表を通 じて,実 体税の負担をも
決定することになるのである。 このことは,さ らに,加 速償却 と特別償却に関する特別規定が
費用の拡大計上による利益の縮小 とそれに対する収益税の減免 を引 き起 こすだけでな く,こ れ
によって貸借対照表に計上される固定資産項目の大幅 な減額 とそれに対する実体税 の減免をも
実現させるとい う,二 重の税の減免効果 をもたらすことになるのである。基準性原則の適用領
域の拡大 によって,今 後は,商 法上の貸借対照表の作成に際して大 きな影響 を及ぼしている「慎
重原則」(Vorsichtsprinzip)の 利益縮小の効果が,財 産明細表にも適用されることになり,「実
体税 の節約」(Substanzsteuerersparnissen)を ももた らすことになるのである26)。
vm.基 準性原則およびその逆転に関する諸見解
最 近 にな って,ド イツ企業 会計制度 の 中核 を構 成す る基 準性原則 に対 して,さ まざまな角度
か ら批判 が加 え られて きてい る。基準 性原則 に対 す る批判 の中心 的論拠 とな ってい るのが,商
事貸借 対照 表 と税務 貸借 対照 表の 目的設定 の相違 であ る。 この両計 算書の 目的設定 に関す る議
論 は広範 囲 にわ た り,か つ,部 分 的に は厳 しく対 立す る もの となって いる。 こ うした議 論 を以
下で は,ロ ー ビ ッシ ュ(Robisch)お よび トライ シュ(Treisch)に 従 って,3つ の命題 形式 に
分 けてみ る こ とにす る2η。
命題1=商 事 貸借対 照表 と税務貸 借対 照表 とはその 目的 を異 に してい る。 したが って,こ れ ら
を調 和 させ るこ とはで きない。
商 事貸 借対 照表の 目的 は,ま ず第一 に,「 会計 責任 の報告,情 報 お よび分配 測定」(Rechen-
schaftslegung,InformationundAusschUttungsbemessung)にある。 これ に対 して,税 務 貸
借対 照表 の任務 は,「 公平性 の原則 」(GrundsatzderGleichmaBigkeit)および 「経済的給付 能
力 の原則 」(GrundsatzderwirtschaftlichenLeistungsfahigkeit)に従 った企業 課税 を可能
す るよ うな 「適 正 な期間利 益 を算 定す る こ と」(periodengerechtenGewinnzuermitteln)に
あ る。 さらに加 えて,今 日で は,納 税義務 者の投資 を促 進 させ る目的 で,貸 借対 照表作成上 お
よび評価 上 の特 別の優遇措 置が講 じられてい る。 こうした経済政 策的 な 目的 も税務 貸借対照 表






命題2:両 貸借対 照表 の 目的は測定方法 に ご くわずか な差 異が み られ るにす ぎないので,そ れ
らは調和 しうる ものであ る。
商 法会計 が 「債権者 保護 原則 」(Glaubigerschutzprinzip)と 分配 測定機能 を重視 して い るこ
とは,税 務上 の所得 算定 とい う目的 に も適 うもので あ る。給付能 力 を 「引 出 し能力」(Entnah-
mefahigkeit)と い う意 味で解釈 す るな らば,商 法上 の測 定方法 と税 法上 の測定 方法 とは同一 の
もの とな るはず であ る。また,課 税 の基礎 とな る「完全 な また は真 の利益 」(vollernbzw.wahrer
Gewinn)の 算定 を 目指 す税務 上の利益 算定 の諸 規定 は,「 出資者の保護 」(Kapitalgeberschutz)
にも役立 ち うるはずで あ り,し た が って,そ こか ら 「単 一 の貸借対 照表 」(Einheitsbilanz)が
要求 され るこ とに なるはずで ある。商 法規定 と税法規 定 とは互 いに協調 し うるので ある。
命題3:給 付能 力原則 と基準性原則 とは調和 しえない。
基準性 原則 の発展 には,「 所得額 の算定」(EinkUnfteermittlung)に 際 しての尺度 の決 定 とい
う問題 が関係 して い る。基準性原 則の発展 と平行 して,2種 類 の所 得算定方 式が導入 された の
であ る。す なわ ち,最 初 は 「収入 一支 出計 算」(Einnahman-Ausgabenrechnung)を用 いた統
一 的な所得算 定が行 われ てお り,そ の後,徐 々 に資本 と営 業か らの所得 がそ こか ら分 離 されて
いった。 そ して企業家 は,例 えば,発 生の恐 れのあ る支 出 を 「税 減少 的に」(steuermindernd)
に考 慮す ることが で きる ようにな ったので ある。 こう した 「発生 の恐れ のあ る損失 の先取 り」
(VorwegnahmedrohenderVerluste)は「利 子 お よび累進効 果」(Zins-undProgressionseffe-
kten)を もた ら し,課 税 の公 平性 に反 す る ことになる。 また現行 の貸借対 照表 の基 礎 に据 えら
れて いる,「 名 目資本維持 」(nominelleKepitalerhaltung),実現 原則,最 低価 値原則 お よび「期
間対 応 原則 」(Periodisierungsprinzip)が 保持 され る限 りにおいて,課 税 の公平性 に対す る重大
な違反 が生 じるので ある。 したが って,こ うした課税 の不平 等 を引 き起 こす基 準性 原則 は,給
付能力 を税負担 の公平 な配分尺度 とす る給付 能力原則 とは協調 しえないの であ る28)。
IX.逆 基準性とその経営経済的考慮
上述したような商事貸借対照表 と税務貸借対照表の 目的設定 と基準性原則 との調和の可能性
を検討する際には,と くに,基 準性原則の逆転については,特 別の考慮が必要になる。
28)シ ュナ イ ダー は,「 課 税 の公 平 」(GleichmaBigkeitderBesteuerung)とい う上位 目標 か ら,純 粋 な 実現 原 則,
不 均 等 原則,期 間対 応 原 則 お よび リス ク中立 的 裁 量 の 原則 とい う4つ の原 則 を導 き出 し,そ れ らが 「課 税 の公
平 」とい う目標 を満 足 させ る利 益計 算 の限 界 を明 示 し て い る と同時 に,会 計 責任 の報 告 とい う目的 に合 致 す る
商 法 上 お よ び株 式 法 上 の利 益 算 定 を保 証 す るの に十 分 で あ る と して い るの で あ る。DieterSchneider,Steuer・
bnanzen,a.a.0.,S.62-69.なお,シ ュ ナ イダ ー の 「税 務 貸 借 対 照 表論 』 な内 容 につ い て は,拙 著r意
思 決 定 会 計論 』(1983年,森 山書 店)第9章 を参 照 さ れた い 。
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逆転 した 基準性の下 で は,税 務上許容 された よ り低 い価額 を税 務貸借対 照表 に表示 す るだけ
で な く,そ れ を商事貸借 対照表 において も表示す るこ とが要求 され,か っ また,そ の ことに よっ
て,・秘密積 立金 の設 定が 支持 され るので あ る。これに よって,商 事貸借 対照 表利益 が縮小 され,
成 果 の配分 に関与す る者 の要求 基礎 も縮 小 され る ことになる。 しか し,通 常 は,い わ ゆ る 「貸
借 対照 表の両 刃性」(ZweischneidigkeitderBilanz)によって,そ こか らは 「最 終的 な利 益 の
縮 小」(endgUltigeGewinnschmalerungen)は生 じず,将 来へ の「利益 の移動」(Gewinnverlager-
ung)が 生 じるにす ぎな い といわれ てい る。 しか しなが ら,こ のよ うな利益 の移動 に よって,税
の支払猶 予 に よって生 じる利子,人 的会 社お よび個人企 業 におい て生 じる適用税 率の変化 によ
る税 務 上の有利 性が考慮 され なけれ ばな らない29)。
資本会社 の商 事貸 借対照 表利益 は,通 常 は,「 分 配可能利 益」(ausschUttbarerGewinn)に 重
大 なつ なが りを有 して い る。「資本主 の観 点 か ら」(ausSichteinesKapitaleigners)みる と,.
獲 得 された利益 につ いては,こ れ を再投 資,他 所 へ の投 資 そ して消費 に充 て る とい う,3つ の
処分 の可能 性 が考 えられる。逆基準 性 は,こ うした可能性 とその収 益性 を考慮せ ず に,利 益 を
企業 内 に再 投資 す るこ とを強い る ことにな る。 この ことによ り,逆 基準性 は,資 本 また は利 益
の適 切 な 「配分 の阻害」(Allokationsbremse)に なってい る といわ れてい る30)。
「公開会 社」(Publikumsgesellschaften)の 現在(お よび将来)の 持分所 有者の企業 状況 に関
す る情 報基 礎 は,主 と して,年 度決 算書 に限定 され てい る。 その限 りにおいて,逆 基 準性 は貸
借対 照表 の表示 内容 を著 し く歪 め るこ とになる。 とりわ け,税 務上 の過少評 価 に よ り設定 され
て いた秘密 積立 金を取崩す こ とに よ り,収 益状態 の改善 が偽 装 され,収 益 の深刻 な落 込 みが隠
蔽 され るこ とに よって,投 資家 が誤 った方向 に誘導 され る とい う危険 が生 じる。逆基準 性 に よっ
て歪 め られた貸借対 照表 の表 示 内容 は,さ らに,他 のす べて の貸借対 照表 の受手 一例 えば,仕
入先 や得意 先 一に対 して も,同 様 な不利 益 をもた らす のであ る31)。
この ような公 開会 社 について は,さ らに,逆 基 準性 と経 営者 の地位 との関係 に注意 す る必 要
が あ る。資 本 と「処分権 」(VerfUgungslnacht)の 分離 は,経 営者 と出資者 の 目的 が異 なる とき
は,利 害 の対立 が生 じる ことが あ りうる。逆基準 性が果 たす配 当の制 限 もし くは禁止 作用 は,
経営者 の 目ざす独立 性 の獲得 とい う点 において経 営者 を支援 し,か つ,よ り多 くの配 当 を求 め
る株 主 か ら経営者 を保護 して くれ る。 さ らに,経 営者の報酬 が企業 の成長 に結び つけ られ てい








業は逆基準性 によって引き起 こされた秘密積立金を潜在的債権者に開示 しなければならない。
このような開示は信用交渉が二者の間で行われ る場合には可能であるか もしれないが,資 本市
場において資金調達 を行おうとする場合には,貸 借対照表および損益計算書 とともに年度決算
書 を構成する 「附属説明書」(Anhang)に おける逆基準性 に関 しての追加的な説明 とその言明
能力が問題 となる。一般的には,秘 密積立金は,そ の取崩 しによって「年度剰余額」(JahresUber-
schuB)の 引き上げを可能にし,営 業状況 に対する洞察 を 「水増しする」(verw誠ssern)可 能性
を有 している。そしてそれはまた,担 保能力の評価 にプラスの影響 を与え,こ れによって,企
業の 「利益生産能力」(Gewinnproduzierungspotential)に も変化をもた らすのである33)。
X.納 税義務者の保護および国庫の要求からの保護
基準「生原則 は税務上の利益算定方法に対する絶 えざる政治的干渉から納税義務者 を保護する
といわれている。商法 は利益算定を分配可能利益 に限定 しているので,基 準性原則 を経由する
ことによって,所 得の恣意的な確定から保護されると同時に,国 庫 はこれを財政政策上あるい
は社会政策上の目的達成のために利用することができるといわれているのである。 しか し,こ
れに対 して,税 法は,す でに,憲 法(基 本法第3条 第1項:「 すべての人間は法の下 において
平等である」および第14条 第1項:「 所有権 および相続権 は保証されている。内容 と制限は法
律によって確定される。」)に よって保護 されてお り,し たがって,商 法を通 じての保護 は 「余
計なこと」(UberflUssig)に なる,と いう意見が主張されているのである34)。
「貧欲 な国庫」(habgierigerFiskus)の 要求からの保護 を与えるのは,商 法 と基準性原則で
はな く,憲 法 と憲法から導 き出される税法上の諸原則なのである。憲法による税法の保証は,
商法による税法の保護 をいわば「時代遅れ」(obsolet)の ものにしているのである。税法上の諸
原則の遵守 を保証することは,商 法の任務ではないのである。所得税法第5条 第1項 の基準性
原則 は,単 に,商 法上の正規に簿記の諸原則に従 うことを指示 しているにすぎず,商 法の諸規
範に従 うことを指示 してい るものではないのである35)。
このように,今 日では,税 法の解釈に対する憲法の意義 を強調する傾向が顕著 となって きて
おり,そ れ は,主 として,連 邦憲法裁判のより新 しい裁判の結果であるともいわれている。「商
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Handelsrechtvielleichteinmalinnehatte,istvomVerfassungsrechtUbernommenworden)
ので あ る。 ただ し,こ こで重要 な こ とは,貸 借対照表 法上 の諸 原則 を憲 法か ら誘 導す る こ とで
はな く,貸 借対 照表税法 の特殊 な性 格(例 えば適正 な期 間利益 の算定,実 現原則,客 観性,単
純性)と 税法 の一般 的性格(適 法性,給 付 能力,分 配 の公平性)か ら生 じる要求 が,憲 法 の基
準 に照 らして確 認 され な けれ ばな らない とい うこ となので あ る。 その限 りにおいて,憲 法 は境
界 を画 す る役割 を演 じるにす ぎないの であ る。しか しなが ら,最 近の ドイ ツにおいて,「 税 法の
独立 性」(EigenstandigkeitdesSteuerrechts)とい う考 え方 と同時 に 「税法 と憲法 との関連性」
(verfassungsrechtlicheRelevanzdesSteuerrechts)が重視 され て きてい る点 に は とくに注
意 して お く必要 があ ろう36)。
XI.む すび
国際的な資本市場おける資金調達 をめぐる競争 において,債 権者保護思考 と慎重原則 を基礎
として秘密積立金を設定す ると同時 に,そ れを取崩す ことによって,企 業活動の推移 ・動向を
歪曲することは,国 際的な信用格付 け業者による不利な評価を受 けることにつなが る。 このこ
とは,と りわ け,1990年 以降,国 際的な資本市場 において安い資本 を調達 しようとしてし〉る,
ドイツの大企業にとっては栓桔 となってきているのである。すでに今で もドイツの大企業は ド
イツの貸借対照表法 に背を向けようとしているのである。「脱走」(Fahnenflucht)を1コ にする
者す らいる有様なのである。 こうした動きは,コ ンツェルンか ら出てきているものであるが,
個別企業にまで広が って行 き,さ らには税務上の利益算定 にまで影響を及ぼすことになること
が予想 されている。 もしそのようになるとすれば,ド イツは,債 権者保護思考 と慎重原則を基
礎 とした分配可能利益の算定か ら株主保護の原則 に従った 「資本市場参加者 の公正 な情報」
(faireInformationderKapitalmarktteilnehmer)へという 「会計のパラダイム変換」(Pa-
radigmawechsel)の 前に立たされることになる37}。
基準性原則 は,商 法典,正 規 の簿記の諸原則および税法規定 という,現 行の企業会計制度の
枠組みを構成す る諸条件を前提 とする場合にのみ,そ の妥当性を有するのである。国際会計基
準(IAS)ま たは米国の会計原則(GAAP)が ドイツ法に影響を及ぼす ことによって,慎 重原則
が相対化 され,「 真実かつ公正なる写像」(trueandfairview)な る概念がより強い重要性を持
つようになれば,基 準性原則の意義は疑問視 され,こ れまで とは異 なった光の下で立ち現れて





表計上選択権および評価選択権が抑止 もしくは撤廃されなければならない。 また,税 法は給付
能力に従って利益を把握 しなければならな くなる。基準性原則を放棄することによって,憲 法
の要件 に合致 した独立の貸借対照表税法が可能 となるであろう。そして,国 庫 に対する保護を
提供するのは,基 準性原則ではな く,憲 法 と憲法から導き出される税務上の諸原則(公 平,給
付能力,所 有権の保護,法 治)と なる。 こうした税法の憲法への従属性 は商法による税法の保
護 を時代後れのものにしてしまう。税法上の諸原則の遵守を保証することは,商 法の役割では
ないのである38》。
以上にみた通 り,今 日の ドイツにおいては,国 際的な資本市場 におけるドイツ企業 とりわけ
コンツェルン企業の競争力の改善 と資金調達の簡易化 を目指 して,企 業会計制度の在 り方,と
りわけ,商 法 と税法 との結節点をなす基準性原則についての再検討が重要な課題 となっている
ことが明らかになる。現在の会計制度 を前提 として基準性原則 を考察する立場に立つならば,
基準性原則 はた しかに危機的状態にあるといえる。 しかし,'商法 と貸借対照表税法の改革 を必
要 とする立場 にたって考察するならば,「経済的事象の規範力」(normativeKraftderwirts-
chaftlichenFakten)に よって事態 は変化 し,基 準性原則の放棄が期待 されることになる39)。
いずれにせよ,こ のような事態を評価する際 には,今 日の ドイツにおいては,所 得 に関わる
税,と りわけ,賃 金税 と売上高税の税収全体に占める割合が,き わめて大 きくしかもそれが増
加傾向を示 してきている点に注意する必要がある。 この一般大衆に課せ られ る二つの税金だけ
で,1986年 では58.2パ ーセン ト,そ して1991年 では59.5パ ーセン トにも達 しているのであ
る。 これ とは対照的に,法 人所得 に課せ られる税は,税 収全体に占める割合 も小 さ くしか も減
少傾向を示 してきているのである。すなわち,1986年 では7.14パ ーセン ト,そ して1991年 で
は4.79パ ーセン トとなっているのである。その後,1994年 度からは,さ らに,売 上高税の税率
が14パ ーセン トから15パ ーセ ントへ と引き上げられたのに対 して,法 人税については,利 益
を留保 した場合に適用される税率が50パ ーセントか ら45パ ーセン トへ,ま た,分 配する場合
に適用 される税率が36パ ーセントか ら30パ ーセン トへ とそれぞれ引き下げられているのであ
る。ここには,一 般大衆に課せ られ る所得税 と売上高税が増加傾 向を示 してきている反面,企
業 に課せ られる法人税が減少傾向を示す という矛盾 した傾向がみられるのである。 しか も,そ
の格差が拡大 してい く傾向が,そ こから,読 み取ることがで きるのである40)。
38)Ebd.,S.391.
39)Ebd.,S.391.
40)こ の 点 に関 し ては,拙 稿 「ドイ ツ税 務 会 計 制 度 の構 造(1)」,『 明大 商 学 論 叢 』第79巻 第1・2号(1997年2月)
を参 照 され た い。
192一 『明大商学論叢』第80巻 第1・2号 一(192)
このような矛盾の一段 と進んだ租税現象は,こ れを商法の権威 と基準性原則 をもってしては
「合理化 ・合法化」することが困難になってきてお り,こ れに代えて,憲 法の権威を直接の拠
り所 とした,税 法諸規定に基づ く独立の税務貸借対照表の作成が要請されていると理解で きる
のである。基準性原則が今 日再検討 されている理 由として,表 見的には,企 業の資本調達のグ
ローバル化 とそれに対応 したディスクロージャー拡充の必要性をあげることができる。が,し
か し,実 質的には,矛 盾が一段 と進行 している租税現象 に対 する社会的な 「合意形成」の在 り
方の変更の必要性 を指摘することがで きるのである。
(1997年9月)
